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大学全入時代における大卒就職問題の背景にあるもの
－就職機会の大学間格差に注目して－

長谷川　　　誠
〔抄　録〕

大学全入時代といわれ久しいが、近年の大学入試、大卒就職状況を概観すると、

大学の規模や分野系統等の属性によって入試、就職両面における大学間格差が顕著

となっていることがみられる。本稿では、このような状況をふまえ、バブル経済期

以降の大卒就職に関する先行研究の検討から、「学歴」以上に「学校歴」の影響が

強まっている現状を捉え、学力不安を抱える学生たちが、一見平等化している就職

機会のなかで、結局のところ学校歴のフィルターにかけられながら、見通しの立た

ない就職活動の渦のなかに巻き込まれていることを指摘した。そして最後に、現在

の大学就職問題の背景には、教育の不平等問題、とりわけ学力格差問題の先送りが

隠蔽されていると言及している。

キーワード：大学全入　大卒就職　大学間格差　教育の不平等問題

1．問題と目的

1990 年代後半以降、日本社会はバブル経済の崩壊によって、経済、政治、教育など、あ

らゆる面において変革が求められるようになった。経済面では 1980 年代後半から 90 年代前

半にかけての好景気をピークに、90 年代中頃から長期にわたる不況に突入した。そして政

治は構造改革として「小さな政府」と「規制緩和」の大号令のもと、市場の競争原理を正当

化したのである。これにより雇用が流動化され正規雇用から非正規雇用へシフトする動き

が加速し、その結果、大企業の利益増加がもたらされたとの見方も強まった。しかし、2008

年 9 月のリーマンブラザーズの破綻を端に発した世界金融危機により日本経済も大きな影響

を受け、未だ厳しい情勢が続いている。

他方、教育面をみると、1990 年代中頃には、18 歳人口の急激な減少期を迎え、大学入試

を取り巻く環境も大きな影響をうけることとなった。そして、2000 年代中頃を過ぎると、

大学の入学定員が受験人口を上回ることになり、大学受験環境において大学優位の状態か

ら、受験者優位の状態となったことで、選り好みをしなければ、誰もが大学進学が可能とな
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る大学全入時代が到来したのである。現在の高校生の進路状況をみると、大学への進学率は

50％を超え、短期大学や専門学校への進学率を合わせると、同一年齢層の 75％を超える者

が進学している状況にあり、これらは新規学卒労働市場の多くが、大学卒業者となっている

ことを示している。

こうしたなか、若者の無業者の増加が大きな社会問題となっている。厚生労働省による

と、2010 年の長期失業者の年齢構成において、25 歳から 34 歳が 26.2％と最も多い年齢層と

なり、次いで 55 歳以上が 24.6％、35 歳から 44 歳が 22.1％であることが明らかとなっている。

このような状況は、2002 年以降続いており、厳しい若者の雇用状況が常態化していること

をうかがわせる。この間、厚生労働省の「フリーター 25 万人常用雇用化プラン」の推進や、

企業側の団塊世代の大量退職への対策として、新規学卒者の採用環境が改善されたこともあ

り、24 歳以下の若者の失業率は、2003 年をピークに減少に転じ、フリーターの数について

も 2004 年から 3 年連続で減少するなど一時的ではあるが回復に転じたのである。

しかし、若年層のうち 25 歳から 34 歳だけをみると、減少幅は小さく厳しい状況にあるの

は変わらない。また、若年層のうち 30 歳から 35 歳の世代は、1990 年代中頃が学卒時期に

あたり、日本経済が一気に低迷期に突入し、企業が人件費を抑制するためにリストラや新規

採用を抑えたことで、やむなく非正規雇用者となっていることも特徴のひとつであり、新規

学卒採用の文化が強い日本において大きな就職機会を失った多く者が、正規雇用者になるに

は極めて困難な状況となっている。

実際に、この年齢層が大学卒業時期となった 2000 年から 2005 年前後の大卒就職環境は大

変厳しいものであった。文部科学省によると、2000 年 3 月に大学卒業者のうち「進学も就

職もしない者」「一時的な仕事に就いた者」の割合は 26.7％となり、4 人に 1 人は不安定な

まま卒業をした者となった。その後、2003 年には近年では最も高い 27.1％となり、2005 年

の 21.3％まで 20％以上を示していた。現在、2012 年 3 月の卒業者からは、「就職者」のうち

「正規の職員等でない者」と非正規雇用を表す項目が新たに追加され、「一時的な仕事に就い

た者」及び「進学も就職もしていない者」を合わせると、卒業者のうち、安定的な雇用に就

いていない者の占める割合が 22.9％となったとしている。

このような状況について、原清治・山内乾史（2009）は「日本やアメリカの一部でみられ

る高学歴フリーターの存在は、人的資本論 1 の大前提である「教育年数の長さ＝労働生産性

の高さ」が残念ながら成立しなくなっていることを示している」と指摘している 2。また、

苅谷剛彦（2010）は、大卒就職問題の歴史的検討から、「企業特殊的な人的資本形成と学校

教育での人的資本形成を、学校歴というカテゴリーと推薦制度を用いて直接的に結びつけて

いたのが、大卒就職の仕組みだったということである」と述べている 3。このような指摘は、

大卒就職問題には、学歴以上に、学校歴に対する意識が強く影響していることをうかがわせ

る。つまり、これまでのような大学に進学することが、安定した職業に就くための条件であ

るという考えが成立しなくなっていることが考えられる。
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そこで、本稿では、現在の大学入試、大卒就職状況を概観した後、バブル経済期以降の大

卒就職における「学校歴」の影響と、これに関する先行研究の検討を進め、就職機会の大学

間格差がもたらす課題について考察する。そして最後に、これらをふまえ、現在の大卒就職

問題の背景にあるものについて明らかにすることを目的としたい。

2．大学全入時代の到来と二極化する私立大学入試

これまでの日本社会においては、できるだけ高い学歴を取得することによって、社会的に

地位の高い職業に就き、それに見合った収入を得ることができるとされてきた。企業側も、

より高度な技術や知識を必要としたため、大学新卒者を採用し幹部候補生として期待したの

である。そして、こうした考えと高度経済成長という社会背景なかで急速に大学教育需要も

高まったのである。この点について潮木守一（1979）は、「このような進学要求の高まりを

もたらした要因として、日本の社会システムが二十歳代前半までの時期に、激烈な競争メカ

ニズムを作り、その競争の勝敗をもとにその後の人生コースに各個人を振り分けるという特

異な社会システムを作りあげ、それに依存してきた結果である」と指摘している 4。また、

竹内洋（1981）は、大企業の大卒入社数の推移から、「経済の高度成長は、大学とくに私立

大の高度成長期でもあり、その結果この時期に、私立大を中心に非特定銘柄大出身が以前よ

りも多く入社した」と指摘している 5。つまり、大企業への就職を実現するためには、たと

え有名大学ではなくても、大学へ進学すること自体が必要条件であったのである。そして、

高度成長期であったこの時期においては、経済界、産業界からの大学教育に対する要求が高

まり、1970 年代以降、このような進学要求と、1990 年代前半にピークを迎える 18 歳人口の

増加に合わせて、大学の量的拡大期を迎えることとなり、大学進学者が増加した。さらに、

1990 年代後半以降、18 歳人口は急減期を迎えることとなったが、私立大学を中心に定員充

足のための学生募集が最優先課題となったことで大学入試の軽量化が進み、大学進学率は上

昇し続けることとなったのである（図 1 参照）。

 
図 1　18 歳人口と大学（学部）進学率の推移

（出典）文部科学省「学校基本調査」より作成
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図 2　私立大学の定員割れ状況
（出典）文部科学省「平成 24 年度大学入学者選抜・教務関係事項連絡協議会資料」より作成

図 2 は、私立大学の定員割れ状況を示したものである。詳しくみてみたい。2011 年度時点、

全体 574 校のうち 4 割を超える 239 校の大学が定員に達していない状況となっている。そし

て定員充足率 75％から 100％の大学群の志願倍率が 4.2 倍であることをみると、志願倍率が

4 倍を下回る大学は定員割れとなっていることがうかがえる。また同資料では、定員充足率

が低い大学ほど、推薦入学及び AO 選抜入試 6 による入学率が高いことも報告されている。

これによると、定員充足率が 0 から 50％の大学群では入学者の 76.7％の学生が、このような

軽量入試によって入学しているのに対して、定員充足率が 100％から 120％の大学は 47.6％

程度に留まっている。つまり、主に学生募集環境が厳しい私立大学は、学力不安の者たちを

大量に収容することを余議なくされることとなり、結果的に、大学進学者を増加させること

となったが、同時に大学入試において学力の二極化が顕著にみられるようになったのである。

このような大学進学機会の拡大は、大学の質的変化をもたらすこととなった。アメリカの

高等教育研究者、Ｍ・トロウが 1970 年に提唱した高等教育の発展段階、いわゆるトロウモ

デルによると、同年年齢層のおよそ 15％を収容するところまでは、高等教育制度の基本的

な性格をエリート教育と位置づけ、15％を過ぎるとマス段階に入り、大学教育の果たす社会

的機能が量だけでなく質の面でも異なり、50％を過ぎるとユニバーサル・アクセス型に移行

し、産業社会に適応しうる全国民の育成へとその役割と変えるとしている 7。現在、日本の

大学進学率が 50％を超えていることからすると、日本の高等教育はユニバーサル・アクセ

ス型へと移行しているといえ、当然ながら大学の社会的役割も変化が求められているのである。

次に、私立大学の入試状況を詳しくみてみたい。表 1 は、近年の私立大学規模別の入試動

向である。これによると、入学定員が 800 人未満の大学では、志願倍率も大幅な低下がみられ、

とくに 300 人未満の小規模大学の定員充足率は、2008 年時点では 9 割に満たない状況にあ

り、2012 年度には若干の回復をみせたものの依然として厳しい状態にあるといえる。一方で、

800 人以上の大学では、大学規模が大きくなるにつれて、志願倍率も高くなり、定員充足率

については、2008 年度と比較するとやや低下したものの、2012 年度現在も安定した入学者

の確保がおこなわれていることがみてとれる。
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表 1　私立大学規模別入試動向

（出典）日本私立学校振興・共済事業団
「平成 23（2011）年度・平成 24（2012）年度私立大学・短期大学等入学志願動向」より作成

表 2 は、2010 年度から 2012 年度の学部系統別の入試動向であるが、志願者数、入学者数

ともに、人文科学系、社会科学系については減少している。一方で、医療系、保健系、理・

工学系、教育学系の志願者の推移をみると、大幅な増加がみられ、学部数についても、保健

系、教育学系の増設が目立つ。実際に大手進学予備校の河合塾は、医療系が総じて人気が高

いことや、教育、食物栄養といった資格に直結する学部系も人気であることから、景気の動

向が受験生の学部系統選びに密接な関係があることをうかがわせていると志願動向を分析し

ている 8。つまり、近年の大学進学志望者は、将来の職業に直結する学部に対して非常に強

い関心をもっていることがみてとれる。

以上、大学全入時代の到来は、大学と受験生の立場を逆転させることになり、その結果、

私立大学入試は規模や分野系統によって二極化の傾向を見せ始めることとなったのである。

表 2　私立大学学部系統別入試動向

 

（出典）日本私立学校振興・共済事業団
「平成 23（2011）年度・平成 24（2012）年度私立大学・短期大学等入学志願動向」より作成
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3．大卒就職環境の変化と大学間格差

本節では、1980 年代中頃以降の大卒就職環境の変化を確認しながら、大卒就職の実態を

みていくこととする。

図 3 は、1988 年以降の大学新卒者の就職率と求人倍率の推移である。詳しくみてみたい。

就職率はバブル経済期を迎えた 1988 年の 77.8％から、絶頂期となった 1991 年の 81.3％まで

非常に高い数値を示していた。しかし、翌年の 1992 年には 80％を割り込み、1995 年には

67.1％、1999 年は 60.1％と急激に悪化し、2000 年代前半は 50％後半を推移することとなっ

た。その後、団塊世代の大量退職を見込んだ企業側が積極的な採用行動をとったことにより、

2007 年から 2009 年は 63.7％、67.6％、69.9％と一旦は回復をみせたが、2010 年には 60.8％

と 9 ポイントの大幅な減少がみられ、現在は 63.9％となっている。求人倍率も、1988 年の

2.48 倍から 1990 年の 2.86 倍まで上昇した後、1991 年は 2.41 倍と 2 倍台を維持したものの、

1995 年の 1.08 倍まで急減し、1999 年には 0.99 倍と 1 倍を割り込むこととなった。その後

は、就職率同様、2000 年前半は 1 倍台前半を推移し、2000 年後半には 2 倍台を回復したが、

2010 年以降は 1.2 倍程度となっている。

 
図 3　大学新卒者就職率および求人倍率の推移

（出典）就職率：文部科学省「学校基本調査」より作成
（出典）求人倍率：リクルートワークス研究所「第 27 回 ワークス大卒求人倍率調査」より作成

図 4 は文系、理系別の大学新卒就職者の就職率について設置形態別で示したものである。

詳しくみてみたい。1997 年では私立理系の 96.3％が最も高く、次いで私立文系 95.2％、国

公立理系 94.3％となり、国公立文系が 90.7％と最も低く、私立優位であった。しかし、1999

年には国公立理系 95.9％、国公立文系 92.5％、私立理系 93.5％、私立文系 90.3％と国公立優

位となった。その後は、文系、理系ともに国公立が高い数値で推移し、2010 年以降は、文系、

理系にかかわらず国公立が私立より高い状況になっている。現在では、文系、理系を比べる

と理系が常に高い就職率で推移しているが、設置系形態別でみると、文系、理系の分野にか
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かわらず国公立大学が高い就職率を示し、私立大学は厳しい状況にある。また、文部科学省は、

2012 年 3 月の大学卒業者で就職も進学もしなかった者 86,638 名のうち、私立大学卒業者が

86％（74,513 名）を占め、人文・社会科学系学部卒業者が 61.7％（53,455 名）を占めたと報

じており、とくに文系の厳しさが浮き彫りとなっている。この点について、本田由紀（2009）

は、「日本における大学と仕事の関係のあり方は、大学教育の専門分野によって異なり、大

学生全体の 3 分の 2 を占める人文科学や社会科学という分野については、大学の教育内容そ

のものが対応する職業分野を意識して設計されておらず、卒業後も主に民間企業内部におい

て専門的でないキャリアをたどる者が多いため「職業的意義」の水準は低い」と指摘してお

り 9、日本の大学教育の根本的な課題について言及している。

 
図 4　大学設置形態・学部分野別就職率の推移

（出典）厚生労働省「平成 23 年度　大学等卒業者の就職状況調査」より作成

表 3　大学の諸属性と未就職者割合

（出典）独立行政法人労働政策研究・研究機構
「大学における未就職者卒業者支援に関する調査」より作成
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表 3 は、大学の帰属性と未就職者の割合を、設置者、創立年、大学規模（卒業生数）で示

したものである（2009 年度卒業生を対象）。まず設置者・創立年別でみると、未就職者割合

が 30％以上の大学は、国立 4.5％、公立 7.7％と低いのに対して、比較的創立年が新しい私

立大学は、39.3％、35.1％と高くなっている。また、大学規模別（卒業生数）でみると、未

就職者割合が 30％以上を超えている大学が、卒業生数 200 から 499 人で 30.8％と 3 割を超え、

200 人未満では 38.3％と 4 割近い数値となっている一方で、規模が大きくなるにつれて、そ

の割合も低くなっている。

このように、国公立大学では文系、理系で一定の差はあるものの、全体的には安定した就

職環境にあり、私立大学でも伝統ある大規模校は、国公立大学に及ばないものの比較的安定

している。しかし、規模が小さく伝統も浅い大学は厳しく、そのなかでも文系私立大学は非

常に厳しい就職環境にあることがうかがえる。つまり、文系、理系の別、国公立、私立の設

置形態別、創立年のよって就職環境は大きく違いをみせており、大学間において就職機会の

量的な格差 10 が顕著にみられるようになっているのである。

4．大卒就職における「学校歴」の影響

本節では、大学就職研究おいて重要な視点となっている「学校歴」の問題について、バブ

ル経済期以降の動向に注目し整理していくこととする。

島一則（1999）は、「社会階層と社会移動全国調査」に基づいて所得関数の推計を行い、学歴、

学校歴の影響について分析した結果、高度成長期と以降を比較すると、学歴の所得上昇効果・

規定力が減少する一方で、労働経験年数による所得の規定力が上昇し、所得に対してキャリ

アのもつ重要性が相対的に高まっていることを確認している 11。しかし続けて、学歴の効果

が単に減少してきたことのみを語るだけでは、高度成長期以降の日本社会における教育と所

得の関係を見誤ると指摘し、その理由を次のように述べている 12。

学歴、すなわち大卒か高卒かという学校段階の差異にもとづく経済的な効果は、高度成長期と比較して
薄らいでいる。しかしながらその一方で、どの大学を卒業したのか、ひいては有名大学に入るためにど
の有名進学校（都市部においては有名国・私立中学）に入ったかという学校歴が重要となってきた。こ
のことは、「大衆教育社会」・「大衆受験社会」へと人々を駆り立てる経済的なドライブの存在を意味し
ているのである。高度成長期以降の日本社会は、以上のような背景のもとで、長期雇用社会の浸透、学
歴社会から学校歴社会への転換を経験してきたのである。

この主張は、高度成長期から経済停滞期に移行する 1965 年、1975 年、1985 年、1995 年のデー

タを基に分析がおこなわれており、日本が戦後復興を果たし、経済成長を背景にした学歴に

対する価値観の形成過程を表すきわめて興味深いものであるといえる。また、竹内洋（1995）

は、バブル経済期突入時の 1987 年度の企業の採用行動について、文系民間企業就職者を集
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計した結果、偏差値 70 から 75 の学部学生は民間企業に就職したもののうち 71.4％が従業員

数 5000 人以上の大企業に就職しているのに対して、偏差値 37 から 39 の学部学生は 5.7％し

かこのような大企業に就職していないこと、さらには大企業就職者の占有率がもっとも大き

いのは偏差値 58 から 63 の偏差値中上位校大学であることを明らかにしている 13。そして竹

内（1995）は、ある大企業の採用方式に注目して、このような大企業の就職者が特定大学か

ら採用される要因を明らかにしているが、要約すると次のようになる 14。

企業としては公に指定校制をとっているわけではないが、企業は個別大学ごとに長期（5 ヵ年）の採用
目標を設定しており、その採用対象大学は基本的に例年入社実績がある大学が選ばれる。実際に 1987
年度はリストされていない大学からの採用はまったくなかったが、その点について人事担当者は、リス
トされていない大学の学生から採用するためには採用目標大学からの採用を減らすといった当初の計画
を変更するにはエネルギーが必要となるため、目標校以外からの採用はほとんどない。そして、目標校
をリストアップする際には、偏差値という尺度をつかっているわけではないが、漠然とした世間的大学
評価にもとづいているため、入学難易度が採用目標大学の決定に作用していることは否定できない。

当時の企業側の採用行動においては、現実的には大学ランクの高低が大きく影響しており、

学生側としても、大企業への就職を可能にするためには、できるだけ偏差値の高い大学に入

学する必要があったことがみてとれる。

それでは、このような大卒就職事情は、バブル経済の崩壊によってどのように変化したの

だろうか。この時期においては、苅谷剛彦ら（1995）の研究による知見が重要となる。苅谷

らは、1993 年度（1994 年 3 月卒）の大学卒業者、主に経済系学部卒業者の就職実態を詳細

に調べた調査研究の報告をおこなった。そこで苅谷らは、バブル経済崩壊後の景気後退をう

けて、大卒市場は「超売手市場」から「買手市場」へと変化したことにより、就職機会の大

学間格差に注目をし、そのなかで、高卒、大卒という「学歴」のみならず、どの大学を出た

かという「学校歴」が就職の際に与える影響について分析をおこなっている。同報告書のな

かで平沢和司（1995）は、偏差値の高い大学は大企業への就職が有利である理由について、

「指定校制がなくなり自由応募制になっても、表向きにはどの大学の学生でも大企業へアプ

ローチできるはずだが、現実には雇用主は OB というフィルターを通して大学名によって学

生をスクリーニングしていると考えられ、内定企業規模を決めるのが、大学偏差値であって

大学時代の成績ではない」と指摘している 15。そして、苅谷らは、「大学から職業への移行は、

その重要な部分がすでに大学入学時にある程度決まってしまっていることを意味する。大学

の出口で行われる就職は、依然として大学の入り口部分の選抜に、依存しているといえるの

である。繰り返し指摘され、批判されてきた「学校歴主義」は、今日なお健在である」と結

論づけている 16。

そして、就職協定が廃止された 1997 年度卒業生（1998 年 3 月卒）の学生を対象に、岩内

亮一ら（1998）は、先述の苅谷らの 93 年度調査に引き続き、再度、調査報告をおこなって
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いる。この調査は、就職協定廃止が大学就職市場にどのような影響を与えたかを検証するも

のであったが、ここでも、93 年度調査より大学の社会的評価が内定の決め手のなる比率が、

ランクの高い大学において低くなっていることは認められたものの、結果的にはランクの高

い大学の学生が、大規模企業により多くの内定を得ていることが明らかになっている 17。ま

た、同報告書で中村高康（1995）は、93 年度と 97 年度調査の結果を比較し、意識面での変

化の動向を大学ランク別に分析した結果、大学ランクによって規定される構造に変化はなく、

加えて、就職プロセスの在り方が格差意識を規定することを明らかにし、そして、「不況と

協定廃止は、格差意識の部分的希薄化や格差意識をもつ集団を特定しにくい報告へシフトし

たという点で、就職結果の大学間格差という実態を追認する報告に動いているかもしれない」

と述べている 18。さらに、平沢・濱中（2008）は、2004 年度調査（2005 年 3 月卒業生対象）

の結果うけて、採用・就職活動の「自由化」が、大学群によって異なる帰結をもたらしたと

指摘し、大学ランクの高い大学は、就職活動の強化が生じ、ランクの低い大学では就職意識

が曖昧なまま早期の就職活動に巻き込まれる学生の増加の存在を明らかにするとともに、「就

職活動の内容や時期が変化したとはいえ、学校歴により就職機会の差異は結果的に厳然と存

在している」と述べている 19。

最後に、経済同友会がおこなった調査結果から近年の動向をみてみたい。経済同友会は、

2010 年に「企業の採用と教育に関するアンケート調査」を実施している 20。そこでは、大

学新卒採用の選考方法・基準において「面接の結果」を最も重視すると回答した企業は 222

社中 202 社（90.9％）となり、一方、「出身校」を第 1 位とした企業は全くなく、第 2 位に 7 社、

第 3 位に 6 社となった程度であった。しかし、採用試験で「出身校不問（学校名を聞かずに

筆記・面接試験等を行う）」としているかどうかは、「全面的に採用している」と回答したの

は 219 社中 53 社（24.2％）となり、これは前回調査（2008 年調査）の 29.8％に比べると減少し、

前々回調査（2006 年調査）の 24.1％と同程度となっている。そして、「採用していない」と

回答したのは 148 社（67.6％）となり、これは前回 59.9％、前々回 64.3％と比べても高い数

値となった。さらに、採用していない企業に対して、今後の導入の予定を質問したところ、

90.3％の企業が今後も導入の予定はないと回答している。こうした実態が浮き彫りとなるな

か、濱中義隆（2011）は、内定獲得時期および大企業への就職の規定要因に関する分析をお

こなった結果、選抜性の低い非銘柄大学の学生は、選抜性の高い銘柄大学より内定を獲得し

た時期も遅く、就職活動を継続しても内定を獲得できない者、途中で活動を止めてしまう者

の割合が多いことを明らかにしている 21。

つまり、バブル経済期以降、経済の低迷よる雇用環境の悪化や就職協定廃止など、大卒就

職を取り巻く環境が変化するなかで、企業側の採用行動も指定校制度や推薦制度から、自由

公募制に移行し、学生の就職活動も大きく変わったとされているが、本節でみてきたように、

採用の実態として、相変わらず学校歴が強く影響していることは、ゆるぎない事実であるこ

とは認めざるを得ないのである。
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5．大学全入時代において大卒就職格差が意味するものは何か

ここまで、大学入試および大卒就職機会の大学間格差の実態についてみてきた。現在の大

学進学状況をみると、18 歳人口が減少するなかでも進学率は上昇しているとはいえ、小規

模大学、人文・社会科学系学部への志願者数は減少の傾向にある一方で、大規模大学や医療

系、保健系、教育系学部への志願者数は増加している。また、設置形態、分野系統、大学規模、

創立年数別に大卒就職状況をみると、国公立大学より私立大学、理系より文系の就職は厳し

く、伝統ある大規模私立大学は比較的安定しているものの創立年数の新しい小規模私立大学

は無業のまま卒業する学生の割合が高い状況にある。つまり、大学全入時代の到来は、入試、

就職の面で大学間格差を生じさせることとなったのである。そして、これらは大学に進学し

て単に「学歴」を取得することによって、安定した就職機会が得られるといったことが幻想

となりつつあるといっても過言ではないことを示しているといえる。

しかし、こうした状況にあっても、大学進学を目指すのはなぜだろうか。小杉礼子（2003）

は、「現在の高学歴化にはモラトリアム期間の延長という意味合いと、高校から大学へとい

う進路選択には、とりあえず就職を先送りするという意味合いも含まれている」と指摘して

いる 22。また、宮本みちこ（2002）は、「日本型高学歴社会がますます深みにはまっていく

要因として、親の側も、高卒者の就職がむずかしいうえに、子どもにどうしても働いてもら

わなければやっていけないほど困窮していないとなれば、あと二年間あるいは四年間、子ど

もにモラトリアムを許す。進学に代わるもっと有効な方向が、親にもわからないからだ」と

述べている 23。そして、三宅義和・遠藤竜馬ら（2005）の保護者に対する調査では、社会・

経済情勢の変化を十分に認識せず、一言でいえば「大学を出て安定した就職」という古典的

就職観でもって子どもに接している親がまだまだ多いことが明らかとなっている 24。つまり、

親もまた、若者の雇用不安が続いているなかで、一体どのような教育環境を子どもに与える

ことが良いのかわからないまま、幻想とはわかりつつ、漠然とした期待感だけで大学に進学

させざるを得ない状況となっているのである。また、遠藤竜馬（2005）は、高校の進路指導

において、就職できなかった、あるいはできそうにない生徒たちの避難先としての大学進学

を選択させるという感覚が常識となっていると指摘し、このような進学傾向を「進学者層の

下方強制伸長」と呼び、実質的に非選抜型大学となった大学群は定員割れという事態を避け

るため、この層を取り込み始めたと述べている 25。こうして、親の期待感や高校の進路指導

方針と、大学全入という環境が重なることによって、結果的に高校卒業時において無目的な

状況にある生徒たちの大学進学を容易に許すことにつながっているのである。

このような進学行動が学力不安を抱える生徒たちのひとつのルートとして確立されている

ことは、大卒就職における無業者問題の核心に迫ることになる。耳塚寛明（2005）は「威信

の高い四大へ進学できずかつ就職も困難だった生徒たちのなかで、教育費の負担が可能な層
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は、極端にいって成績の如何や高校生活へのまじめな取り組みの有無に関わらず、進学する

ことができる。教育費の負担が不可能な層にとっては、「進路未定」「無業者」という進路し

か残されていない。こう考えれば、そもそも高卒無業者層が豊かな階層から出現しているな

どということはあり得ない」と論じている 26。この耳塚の指摘は、大学入試が容易となった

今、大学教育費用をまかなう経済力があり、社会的威信の高い大学にこだわることさえしな

れば、高卒無業者になることを回避するために大学へ進学している実態を明快に示している

といえる。そして、児美川孝一郎（2011）は、高校生が 1990 年代後半以降、就職から進学

に切り替えたことは、就職の代替ルートであったとし、「今日の大学や専門学校という存在は、

冷徹に観察すれば、若年層における「潜在的な失業人口」をプールする場所として機能して

いると言うことができるかもしれない」と述べている 27。このような耳塚、児美川の指摘は、

現在の大卒無業者問題を単純化させる。すなわち、高卒時点で行き先のない若者が、一旦、

選抜性の低い大学や短大、専門学校を経由することは、単に無業者となる時期を遅らせてい

るに過ぎなく、大卒無業者問題は、当然の帰結であるということになる。

一方で、学力と就労問題の関係において、学力が低い層がフリーターやニートになりやす

い傾向が強いとされている。例えば、家計の経済力が困窮のため就職せざるを得ない状況に

あると、一般的社会規範が備わっていない状態であることや、社会からの疎外感などにより

就業意欲がなくなり社会に適応できないことが指摘されている 28。小杉礼子（2002）は、「フ

リーターになる背景には、中途退学者など学歴が低く若い者が正社員市場から閉め出されて

いる傾向があると考えられ、また、親が豊かでないことは高等教育への進学費用の壁として

影響を与えている。一方、フリーターからの離脱の有無は収入の必要性のような現実の市

場への妥協をうながす要因の影響が大きいと考えられる」と述べている 29。つまり、ある一

定の社会規範を得るための教育環境が整備されていないと将来の就職機会が不利になること

を示している。こうした個人（家庭）の経済力の格差によって進学機会が奪われることによ

り、人によって不平等な環境におかれてしまうことは、仕事の能力を習得したいという意欲

があってもそれを許さない環境や、機会を得られない状況が就業期前の段階で差が生じるこ

とになり、結果として就業期においてさまざまな格差が生じる要因となってしまうのである。

また、何より問題なのは就学期を終えると生涯にわたって再チャレンジできない状況にある

者が多いことである。こうした論点から、大学進学機会の平等化に向けて、小林雅之（2009）

の「奨学金がなければ大学進学そのものが困難となり、とくに低所得層で奨学金が受給でき

ないで進学を断念する者が増加し、格差が拡大する」といった主張のように 30、個人の経済

力を起因とした進学格差の是正が強く求められるようになったのである 31。

しかし、前節でみてきたように、大卒就職環境においては「学歴」以上に「学校歴」が強

く影響しており、たとえ機会の平等が実現することにより大学進学格差が是正されたとして

も、次にはどのような大学に進学したかというあらたな条件が求められるようになるのであ

る。こうした先のみえない機会の平等に対する現実について、熊沢誠（2008）は、次のよう



― 31 ―

佛教大学大学院紀要　教育学研究科篇　第41号  （2013年３月）

な指摘をしている。

機会の平等とは、すべての人に階層上昇の競争機会を開くことです。競争の成否は能力や努力のもたら
す成果にかかっている。だから、今の職場内外の日々の生活が耐え難いならば、がんばって仕事内容や
収入の高い地位に就くようにと、機会の平等さえあればいいと考える体制の支配者たちは呼びかけます。
けれども、能力や成果という基準は、現実の成功者たちによってその具体的な内容を決められるもので
あって、本来的に曖昧です。そしてなによりも大切な点は、恵まれた仕事やポストは相対的に希少なの
ですから、若者が一流大学の試験にパスするのと同様、上昇競争の成功者は厳しく限られているという
ことです。それゆえ、成功が難しい能力主義的競争のもたらす心労に、人々は長期にわたって追い込ま
れるのです。

現在の日本社会のひとつの側面を鋭く表している主張である。そして、深田和範（2009）は、

バブル経済期以降に大卒就職者が大量に労働市場に排出されたことのひとつの帰結として

「1980 年代以前は、大卒者が少なかったために、大卒者はホワイトカラーとして企業の管理

や事務的な職種を担う少数精鋭部隊として貢献してきたが、2000 年以降は大卒者の数が増

幅しこのようなホワイトカラーの質低下を招き、今では業績向上に結びつかない仕事を担当

しているだけとなり、会社の「がん細胞化」している」と指摘しており 32、労働市場におい

て大卒者が過剰になっている様子を端的に表している。また、近年の企業側の採用行動をみ

ても、不安定な経済情勢が続くなかでは一時的に採用意欲が高まったとしても、採用するの

であれば優秀な学生を採りたいという、厳選採用の方針は強まる一方である。結局のところ、

就職を先送りするために安易な大学進学を経てきた学生が、厳しい就職活動を潜り抜けるた

めには、社会に出る間際となる大卒就職活動時、学校歴による就職機会の格差という現実に

直面し、それを埋めるための努力を課せられることになる。しかも、小杉礼子（2005）が「4

年制大学の場合には、短大・専門学校よりも就職に対する支援はいっそう弱くなる。高校と

は異なり、担任や進路指導担当などの特定の支援者はほとんどみられない」と述べているよ

うに 33、大学での就職活動が学生主体となっているなか、かれらは、自由公募制という一見、

誰にも等しく開かれた就職機会のもと、みえないゴールに向かってひたすら努力し続けなけ

ればならないのである。そして、先述の平沢・濱中の指摘のように、ランクの低い大学の学

生は、早期の就職活動に巻き込まれたまま、時間だけが過ぎてしまい、最終的に大卒無業者

になったとしても、個人の責任に帰させるきらいがあるのである。

こうした状況のなかで、吉川徹（2009）は ｢学歴分断線｣ を境に存在する学歴上昇家族と

学歴下降家族とでは、子どもの大学進学に対する考えに違いが生じ始めている現状を次のよ

うに述べている 34。

多くの者が、親と同じかそれ以上の学歴を得たいと望んでいるが、高校卒業が確定した時点で、親より
も低い地位になることが免れると、さらに勉強して大卒学歴を得ることは合理的とはいえない。それに
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対して、大卒層の親をもつ子どもは必然的に大学進学の動機が強まるといったことで、親が高卒層の子
どもたちの大学進学希望が頭打ちにあるのに対して、大卒層の子どもたちの大学進学率が高止まりにな
る仕組みを説明することができ、このメカニズムが作動するかぎり、すべての親子が自分たちの自由な
意志で学歴を選んでもなお、親の学歴の高低による子どもの大学進学率の違いが生じてしまう。

続けて、吉川（2009）は「親よりも高い学歴を目指し、日本人の多くが上昇移動をしてい

た高度経済成長期と違って、社会のそうした変動に乏しい現在では、高卒再生家族には、あ

えて親と同じような人生を歩むことで安定を得ようとする側面がある」と指摘している 35。

この吉川や熊沢の主張は、これまで日本の高度成長を支えた日本の学歴上昇志向の終焉を意

味するとともに、成熟社会を迎えた日本社会において、学歴取得に対する価値観の拡がりを

示唆するものである。

大学全入時代の到来は、高校生の進路選択の幅を広げることとなった。しかし、選り好み

をしなければ、すべての者が大学に進学できる大学全入という現象は、入試、大卒就職状況

において大学間格差を生じさせることとなったのである。何より、そこには学歴以上に、学

校歴への意識の拡大が根底にあり、このような意識が強弱を問わず社会（企業側）と個人（本

人、保護者側）の両者において厳然と存在していることは明らかだろう。その意識の拡大は、

安定した就職を可能としてくれる大学か否かという、結果への不安感からもたらさせるもの

となっている。そして、安定した就職が期待できる大学への進学は、一定の学力水準が必須

条件であることが自明となっている今、学力不安をもつ者たちに対する安易な大学進学機会

の平等化は、明らかな結果の不平等につながる可能性を含意するおそれがあるといえよう。

6．まとめ－先送りされる教育の不平等問題－

本稿では、大学進学が容易化する一方で、大卒就職は厳しさを増し、就職機会の大学間格

差が生じている現状を確認した。そして、学力不安を抱える学生たちが、一見平等化してい

る就職機会のなかで、結局のところ学校歴というフィルターにかけられながら、見通しの立

たない就職活動の渦のなかに巻き込まれていることを指摘した。最後に本節では、こうした

状況にある現在の大卒就職問題の背景にある事柄について述べて、本稿のまとめとしたい。

先述のように、現在の日本では、経済的事由による大学進学機会の格差是正を図ることを

必要とする考えがある。これは吉川徹（2005）が「社会的出自による不平等は、民主主義社

会では何としても解決されるべき課題である。それだけに、教育を政策から考える立場では、

教育の量的拡大つまり高学歴化によって、教育機会の不平等が解消されることが想定・期待

されてきたのである」と述べているように 36、例えば奨学金政策を充実することは、教育の

不平等を解消することにつながるといった立場を支持する取り組みのひとつであるといえ

る。しかし、続けて吉川は「現代日本の現実をみると、社会的出自による不平等は、その争
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点を高校進学機会格差、大学進学機会の二段構えの状態から、大学進学機会格差へとただ集

約したにすぎず、不平等の総量は、大きく減ることなく持続している」と指摘している 37。

この指摘はきわめて興味深い。なぜならば、教育の不平等問題は、高学歴化によって先送り

されてしまう可能性を示唆しているからである。つまり、大学全入という現象は、多くの者

が大学進学機会を与えられることを正当化する反面、教育の不平等問題が大卒就職機会の時

期に先送りされていると考えられるのである。

大学全入時代においては、一部の選抜性の高い大学への進学でなければ、学力不安の学生

でも大学進学が可能となっている。高校卒業時点で行き場所がなく、とりあえず大学進学す

ることで居場所を確保した学力不安の学生は、4 年後の就職活動時期まで、学力の高い学生

と同期間を過ごすことができるのである。しかし、企業側は、採用の際に学生の質について

厳しい見方をしている。この点について、平野恵子（2011）は、現在、企業は大学を取り巻

く環境変化から、学生に対して「学力不安」を抱いており、採用プロセス自体が「学力不安」

が少ない学生を対象とした内容となっていることを明らかにし、就職活動には一定の学力が

必要であると結論づけている 38。つまり、学力のある学生は大卒就職の機会をより多く得る

ことができるのに対して、学力不安の学生は少ない機会のなかでの就職活動を余儀なくされ

ている。言い換えると、高校卒業段階において表面化しなかった、あるいは先送りされてき

た機会の不平等問題が、就職活動の段階において学校歴の差異という形で表面化したに過ぎ

ないのである。ここに、教育の不平等問題、とりわけ学力格差の問題をあらためて確認する

ことができる。

こうして、大学全入という現象は、学力の有無にかかわらず日本を高学歴化へと導くこと

になり、また大学進学機会の平等化は、教育の不平等問題を高校卒業段階と大学卒業段階の

2 段階に分散させることになったのである。そして、先述のように、高校卒業段階における

不平等問題は、社会的関心の高さから奨学金政策のように様々な措置が講じられている。そ

のなかで、このような大卒就職事情をいち早く察知した者は、高校卒業段階で不平等な自身

の状態を認識しつつも、積極的に大学進学以外の進路を選択しはじめていると考えられる。

一方、高校卒業後の進路選択において、多くの選択肢から大学進学を選択することは、自己

責任の範囲としてみなされてしまう。それゆえ、大卒就職時点における教育の不平等問題は

隠蔽されやすい性質をもっていると考えられる。そして何より、安易な大学進学機会の平等

化は、高校卒業段階までに解決できなかった社会の責任を、結果の不平等として、個々人に

押しつけてしまう恐れがある。つまり、現在の大卒就職問題の背景には、大学全入という現

象が、義務教育、高校教育段階で解決できなかった教育の不平等問題を先送りする装置にな

り、不平等問題の存在自体を自己責任という大義名分の下に隠蔽していると指摘することが

でき、これが本稿で得られた知見である。そして、この知見は、今後、大学進学機会の平等

化への取り組みが、すべての学校教育段階を含めてなされる必要があることを示唆しており、

きわめて意義のある指摘であるといえる。
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また、本稿でみてきたように、企業側が大学新卒者に求める能力の重要なファクターに、

学力の有無があるならば、当然ながら大学入試においても、一定の学力を担保する必要があ

る。すなわち、大学入試の厳格化を図ることが、大学生の学力格差をある程度狭めることに

つながることは誰もが認めることであろう。しかし一方で、大学個々の経営事情から学力を

問わず学生を確保しなくてはならないのが実情である。大卒無業者を社会に排出し続けてい

る現状は、こうした大学教育内部にくすぶる理想と現実のギャップ、いわば大学教育現場の

ジレンマを放置してきた当然の帰結といえよう。

今後は、本稿において提起された課題について、実態調査をふまえた詳細な分析を通して

検討を進めていくこととする。
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